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戸田市建設工事における技術者の専任等に係る取扱要綱 

平成３１年３月２６日市長決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、戸田市及び戸田市上下水道事業が発注する建設工事

（以下「市発注工事」という。）において、建設業法施行令（昭和３１年

政令第２７３号）第２７条第２項の規定により同一の専任の主任技術者が

管理することができる建設工事、戸田市建設工事請負契約約款第１０条第

３項の規定により現場代理人が工事現場における常駐を要しないことと

することができる建設工事、営業所における専任の技術者が工事現場にお

ける主任技術者又は監理技術者となることができる建設工事、及び建設業

法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項ただし書に規定する監理

技術者（以下「特例監理技術者」という。）が管理することができる建設

工事等に係る必要な事項を定め、もって建設工事の適正な施工の確保を図

ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この要綱において適用される同一の専任の主任技術者が管理する

ことができる建設工事の範囲は、建設業法施行令第２７条第１項各号のい

ずれかに該当する建設工事で工事１件の請負代金の額が４，０００万円

（当該建設工事が建築一式工事である場合にあっては、８，０００万円）

以上の建設工事とする。 

２ この要綱において適用される現場代理人が工事現場における常駐を要

しないこととすることができる建設工事は、市発注工事又は埼玉県が発注

する建設工事（以下「県発注工事」という。）とし、営業所における専任

の技術者が工事現場における主任技術者又は監理技術者となることがで

きる建設工事の範囲は、市発注工事とする。 

３ この要綱において適用される同一の特例監理技術者が管理することが

できる建設工事の範囲は、建設業法施行令第２７条第１項各号のいずれか

に該当する建設工事で工事１件の設計額が１億５千万円未満の建設工事

とする。 

（同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事） 

第３条 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事は、次の

各号に該当する建設工事とする。 

 (1) 次のいずれかに該当する密接な関係にある建設工事 

  ア 建設工事の対象となる工作物に一体性が認められること 

  イ 建設工事の対象となる工作物に連続性が認められること 

  ウ 施工にあたり相互に調整を要すること 

 (2) 次のいずれかに該当する同一の建設業者が施工する建設工事 
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  ア 工事現場が同一の場所であること 

  イ 工事現場の相互の間隔が１０キロメートル程度の近接した場所で

あること 

（施工における相互の調整等） 

第４条 前条第１号のウに定める施工にあたり相互に調整を要するとは、資

材の調達を一括で行う場合、建設工事の相当の部分を同一の下請け業者で

施工する場合、建設工事の工程、資材等の変更が他の建設工事の工程、資

材等に影響を与える場合、同時期に交通規制を実施する場合等とする。 

２ 前条第２号のイに定める工事現場の相互の間隔が１０キロメートル程

度とは、工事現場間の直線距離で１０．０キロメートル以内のものとする。 

（同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事の数） 

第５条 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事の数は、

２件とする。 

２ 前項の建設工事の数の算出において、次の各号に掲げる建設工事は１件

とみなす。 

(1) 同一の建設業者が同一の場所において施工する第３条第１号に定め

る建設工事 

(2) 工期の重複する複数の請負契約に係る建設工事において、その対象

が同一の建築物又は連続する工作物であるもの 

３ 前２項の規定にかかわらず、戸田市建設工事等における合冊入札実施要

領（平成２９年３月１３日市長決裁）第４条の規定により合冊入札の実施

の決定を受けた建設工事（以下この条において「合冊入札工事」という。）

における同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事の数

は、当該合冊入札の対象となる建設工事の数とする。 

４ 前項の規定による主任技術者は、その管理に支障がないと認められる場

合に限り、当該合冊入札工事とは別に追加で１件（追加する建設工事が合

冊入札工事である場合はその対象となる建設工事の数）の建設工事を管理

することができるものとする。 

（同一の専任の主任技術者が管理する建設工事の提出書類） 

第６条 建設工事２件（前条第３項の規定による場合は、合冊入札の対象と

なる建設工事の数。前条第４項の規定による場合は、合冊入札の対象とな

る建設工事の数に追加の建設工事の数を合わせた数。以下この条において

同じ。）を同一の専任の主任技術者が管理することを希望する建設業者は、

建設工事の落札候補者（事後審査型の入札でない場合は、落札者とする。

以下同じ。）となった時点において、市長に対し、専任を要する主任技術

者の兼任届出書（第１号様式）を提出するものとする。 

２ 建設工事２件を同一の専任の主任技術者が管理することを希望する建
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設業者は、既に主任技術者として配置されている建設工事の発注者に対し、

前項の書類の写しを提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の書類の提出を受けた場合において、対象となる建設工

事が第３条に規定する要件を満たさないと認めるとき、又は第８条に規定

する建設工事に該当すると認めるときは、建設業者に対し、建設工事にお

ける技術者の専任等に係る通知書（第２号様式）により、同一の専任の主

任技術者が当該建設工事を管理することができない旨を通知するものと

する。 

（監理技術者への変更） 

第７条 市長は、同一の専任の主任技術者が管理する建設工事において、や

むを得ない事由により専任を要する監理技術者又は特例監理技術者及び

建設業法第２６条第３項ただし書に規定する監理技術者の職務を補佐す

る者（以下「監理技術者補佐」という。）を置かなければならなくなった

場合は、主任技術者の交代を認めるものとする。 

 （同一の専任の主任技術者が管理することができない建設工事） 

第８条 第３条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建設工事は、より適

正な施工を確保する必要があることから、同一の専任の主任技術者が管理

することができる建設工事とすることができない。 

(1) 建設工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金の額（当

該下請負契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が４，

５００万円（当該建設工事が建築一式工事である場合にあっては、７，

０００万円）以上で主任技術者に代えて監理技術者又は特例監理技術者

及び監理技術者補佐を置かなければならない建設工事 

(2) 戸田市建設工事等低入札価格調査実施要領（平成２８年１０月１８

日市長決裁）で定める低入札価格調査を経て請負契約を締結する建設工

事 

(3) 戸田市特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成３０年９月１０日市

長決裁）で定める特定建設工事共同企業体が請負契約を締結する建設工

事 

(4) 前各号のほか、市長が必要と認める建設工事 

 （現場代理人が常駐を要しない期間等） 

第９条 市発注工事において、次の各号に掲げる期間は、実質的に工事現場

が稼働していないと認められることから、現場代理人が工事現場における

常駐を要しない期間、及び主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐が

工事現場における専任を要しない期間とする。 

 (1) 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の

設置、資機材の搬入、仮設工事等が開始されるまでの間とし、原則とし
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て、契約締結日から１４日以内とする。） 

 (2) 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生、埋蔵文化財調査等によ

り、建設工事を全面的に一時中止している期間 

 (3) 工事完成後、検査が終了（修補等が必要となった場合は、その修補

等が完了したときとし、発注者の都合により検査が遅延した場合を除

く。）し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間 

(4) 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品

等の工場製作を含む建設工事であって、工場製作のみが行われている期

間 

２ 前項の期間については、設計図書、工事記録等の書面により明示するも

のとする。 

 （現場代理人が常駐を要しないことができる建設工事） 

第１０条 現場代理人が工事現場における常駐を要しないこととすること

ができる建設工事は、次の各号のいずれかに該当する市発注工事とする。 

 (1) 請負代金の額が４，０００万円未満の建設工事（建築一式工事を含

む。） 

 (2) 単価契約に係る建設工事 

 (3) 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事と認めら

れた建設工事 

 （現場代理人が常駐を要しないとすることができない建設工事） 

第１１条 前条の規定にかかわらず、市長は、次の各号に掲げる建設工事を

現場代理人が工事現場における常駐を要しないこととすることができる

建設工事とすることができない。 

(1) 現場代理人が工事現場における常駐を要しないことにより、安全管

理、工程管理等の工事現場の運営、取締り又は権限の行使に支障が生じ

ると認められる建設工事 

(2) 建設工事の監督員及び現場代理人の連絡体制が確保されていると認

められない建設工事 

(3) 前２号のほか、市長が必要と認める建設工事 

（現場代理人の兼任） 

第１２条 工事現場における常駐を要しないこととすることができるとさ

れた建設工事の現場代理人は、工事現場が戸田市内である他の市発注工事

又は県発注工事の現場代理人を兼任することができる。ただし、現場代理

人として兼任する建設工事の数（数の算出については、第５条の規定を準

用する。）が２件を超える場合、又は現場代理人が当該建設工事において

建設業法第２６条第３項に規定する専任の主任技術者を兼任している場

合は、この限りでない。 
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２ 前項ただし書の規定にかかわらず、同一の専任の主任技術者が管理する

ことができる建設工事と認められた場合において、戸田市建設工事請負契

約約款第１０条第５項の規定により当該建設工事の現場代理人及び主任

技術者を同一人が兼ねるときは、当該現場代理人は、工事現場が戸田市内

である他の市発注工事又は県発注工事の現場代理人を兼任することがで

きる。 

（現場代理人が常駐を要しない建設工事の提出書類） 

第１３条 現場代理人が工事現場における常駐を要しないことを希望する

建設業者は、建設工事の落札候補者となった時点において、市長に対し、

現場代理人の常駐規定緩和に係る伺書兼現場代理人の兼任届出書（第３号

様式）を提出するものとする。ただし、第９条に規定する現場代理人が工

事現場における常駐を要しない期間については、この限りでない。 

２ 市長は、前項の書類の提出を受けた場合において、第１０条及び第１２

条に規定する要件を満たすこと、並びに第１１条に規定する建設工事に該

当しないことを確認し、現場代理人の兼任に支障がないと判断するときは、

これを認めるものとし、第１０条及び第１２条に規定する要件を満たさな

いとき、若しくは第１１条に規定する建設工事に該当するとき、又は現場

代理人の兼任に支障があると判断するときは、建設業者に対し、建設工事

における技術者の専任等に係る通知書により、現場代理人が工事現場にお

ける常駐を要しないこととすることを認めないことを通知するものとす

る。 

 （建設業者の責務） 

第１４条 建設業者は、前条第２項の規定により現場代理人が工事現場にお

ける常駐を要しないこととすることができるとされたときは、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 現場代理人が工事現場の状況を常に把握でき、かつ、建設工事の監

督員の求めにより速やかに工事現場に戻ることを可能とすること 

(2) 建設工事の監督員と恒常的に携帯電話等により連絡を取ることを可

能とすること 

 （営業所専任技術者が工事現場の技術者となることができる建設工事） 

第１５条 建設業法第７条第１項第２号に規定する営業所における専任の

技術者（以下「営業所専任技術者」という。）が工事現場における主任技

術者又は監理技術者となることができる建設工事は、次の各号に該当する

市発注工事とする。ただし、当該工事の請負代金の額が４，０００万円（当

該工事が建築一式工事である場合にあっては、８，０００万円）以上の場

合は、この限りでない。 

 (1) 営業所専任技術者が配置される営業所において請負契約が締結され
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た建設工事 

 (2) 営業所専任技術者が工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所

の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業所が近接している建設工

事 

 (3) 営業所専任技術者が配置される営業所と工事現場との間で常時連絡

をとりうる体制にある建設工事 

２ 前項の営業所専任技術者が工事現場における主任技術者又は監理技術

者となることができる建設工事の数（数の算出については、第５条の規定

を準用する。）は、１件（第５条第３項の規定による場合は、合冊入札の

対象となる建設工事の数。）とする。 

（営業所専任技術者の雇用関係） 

第１６条 工事現場における主任技術者又は監理技術者を兼任しようとす

る営業所専任技術者は、対象となる建設工事を受注する建設業者との間に

直接的かつ恒常的な雇用関係にある者とする。 

（営業所と工事現場の間隔等） 

第１７条 第１５条第１項第２号に定める工事現場と営業所が近接してい

るとは、工事現場と営業所間の直線距離で１０．０キロメートル以内のも

のとする。 

２ 第１５条第１項第３号に定める常時連絡をとりうる体制とは、営業所専

任技術者が携帯電話等を所持するにより営業所及び工事現場と常に連絡

が取れる状態にあるものとする。 

３ 第１６条に定める直接的かつ恒常的な雇用関係とは、対象となる建設工

事を受注する建設業者に直接に雇用（他の建設業者等からの出向者や派遣

者等を除く。）され、かつ、その雇用期間が３月以上あることとする。 

（営業所専任技術者が工事現場の技術者となる建設工事の提出書類） 

第１８条 営業所専任技術者が工事現場における主任技術者又は監理技術

者となることを希望する建設業者は、建設工事の落札候補者となった時点

において、市長に対し、営業所における専任の技術者の兼任届出書（第４

号様式）を提出するものとする。 

２ 市長は、前項の書類の提出を受けた場合において、対象となる建設工事

が第１５条に規定する要件を満たさないと認めるときは、建設業者に対し、

建設工事における技術者の専任等に係る通知書により、営業所専任技術者

が工事現場における主任技術者又は監理技術者となることができないこ

とを通知するものとする。 

 （同一の監理技術者等が管理することができる建設工事） 

第１９条 同一又は別個の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の

重複する複数の請負契約に係る建設工事であって、かつ、それぞれの建設
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工事の対象が同一の建築物又は連続する工作物となるものについては、全

体の建設工事を当該建設業者が設置する同一の監理技術者又は主任技術

者が掌握し、技術上の管理を行うことが合理的であることから、すべての

発注者から同一工事として扱うことについて書面による承諾を得た場合

は、当該複数の建設工事を一の工事とみなし、同一の監理技術者又は主任

技術者が当該複数の建設工事を管理することができる。 

２ 第１２条の規定にかかわらず、前項の建設工事について、同一の監理技

術者又は主任技術者が当該建設工事のうち１件の建設工事の現場代理人

を兼ねているときは、当該技術者は当該建設工事のうち他の建設工事の現

場代理人を兼任することができる。 

 （同一の特例監理技術者が管理することができる建設工事） 

第２０条 同一の特例監理技術者が管理することができる建設工事は、次の

各号に掲げるすべての要件に該当する建設工事とする。 

 (1) 工事現場ごとに監理技術者補佐を専任で配置すること 

 (2) すべての監理技術者補佐が受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係

（直接的かつ恒常的な雇用関係については、第１７条第３項の規定を準

用する。）にあること 

 (3) 兼任する建設工事が市発注工事又は県発注工事であること 

 (4) 兼任する建設工事の工事現場が戸田市内であること 

 (5) 特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回

及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行できること 

 (6) 特例監理技術者と監理技術者補佐の間で常に連絡が取れる体制であ

ること 

 (7) 監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること 

（同一の特例監理技術者が管理することができる建設工事の数） 

第２１条 同一の特例監理技術者が管理することができる建設工事の数は、

２件とする。 

２ 前項の建設工事の数の算出において、第１９条第１項の規定に基づき同

一の監理技術者が管理することができるとされた建設工事は、１件とみな

す。 

（同一の特例監理技術者が管理する建設工事の提出書類） 

第２２条 建設工事２件を同一の特例監理技術が管理することを希望する

建設業者は、建設工事の落札候補者（事後審査型の入札でない場合は、落

札者とする。以下同じ。）となった時点において、市長に対し、専任を要

する特例監理技術者の兼任届出書（第５号様式）を提出するものとする。 

２ 建設工事２件を同一の特例監理技術が管理することを希望する建設業

者は、既に監理技術者として配置されている建設工事の発注者に対し、前
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項の書類の写しを提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の書類の提出を受けた場合において、対象となる建設工

事が第２０条に規定する要件を満たさないと認めるとき、又は次条に規定

する建設工事に該当すると認めるときは、建設業者に対し、建設工事にお

ける技術者の専任等に係る通知書（第２号様式）により、同一の特例監理

技術者が当該建設工事を管理することができない旨を通知するものとす

る。 

（同一の特例監理技術者が管理することができない建設工事） 

第２３条 第２０条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場

合は、より適正な施工を確保する必要があることから、同一の特例監理技

術者が管理することができる建設工事とすることができない。 

(1) 戸田市建設工事等低入札価格調査実施要領で定める低入札価格調査

を経て請負契約を締結する建設工事の場合 

(2) 戸田市特定建設工事共同企業体取扱要綱で定める特定建設工事共同

企業体が請負契約を締結する建設工事の場合 

(3) 管理しようとする建設工事のいずれもが維持工事（通年維持工事等

の社会機能の維持に不可欠であって、２４時間体制での応急処理工や緊

急巡回等が必要な工事をいう。）である場合 

(4) 入札公告又は指名通知書において、特例監理技術者が配置不可とさ

れている建設工事の場合 

 (5) 前各号のほか、市長が必要と認める建設工事 

（技術者の途中交代） 

第２４条 市長は、現場代理人、主任技術者、監理技術者、特例監理技術者、

監理技術者補佐及び専門技術者（以下「技術者」という。）については、

建設工事の適正な施工を確保するため、工期の途中での交代を認めないも

のとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合において、契約の

履行に支障がなく、かつ、やむを得ないと認めたときは、交代することが

できる。 

 (1) 技術者が死亡した場合 

 (2) 技術者が傷病した場合 

 (3) 技術者が出産、育児、介護等する場合 

 (4) 技術者が退職した場合 

 (5) 建設業者の責によらない理由により、建設工事の中止又は工事内容

の大幅な変更が生じ、工期が延長された場合 

 (6) 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品

等の工場製作を含む建設工事であって、工場から現地へ建設工事の現場

が移行する時点における場合 
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 (7) 一つの契約工期が多年に及ぶ場合 

（技術者の技術力等） 

第２５条 市長は、前条の規定により技術者の途中交代を認めるときは、交

代の時期が工程上一定の区切りと認められる時点であること、交代前後に

おける技術者の技術力が同等（入札公告において定めた条件に適合してい

る等）以上に確保されていること、及び建設工事の規模、難易度等に応じ

一定期間重複して技術者を工事現場に配置する等の措置がとられ、建設工

事の継続性、品質確保等に支障がないことを確認しなければならない。 

 （監理技術者等の研修への参加等） 

第２６条 建設業法第２６条第３項に規定する専任の主任技術者、監理技術

者及び監理技術者補佐は、必要な資格を有する代理の技術者の配置、工事

の品質確保等に支障の無い範囲内においての連絡を取りうる体制、必要に

応じて現場に戻りうる体制を確保すること等により工事現場における適

切な施工ができる体制が確保される場合において、市長が認めるときは、

技術研鑽のための研修、講習、試験等への参加、休暇の取得、その他の合

理的な理由により短期間工事現場を離れることができる。 

（その他） 

第２７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

２ 事務の参考に、別紙「現場代理人、主任技術者、監理技術者、営業所

専任技術者の兼任について」を添付する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  
附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  
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別紙 
現場代理人、主任技術者、監理技術者、営業所専任技術者の兼任について 

表中の[◎]は入札公告・低入

札価格調査追加条件等による

特約を除き原則可、[○]は必

要な要件に該当した場合のみ

可、[×]は不可を表す。 

技術者の専任を要しない工事 

[請負額4,000(建築8,000)万円 

未満の工事]   （Ａ） 

技術者の専任を要する工事 

[請負額4,000(建築8,000)万円 

以上の工事]   （Ｂ) 

現 場 

代理人 

主 任 

技術者 

監 理 

技術者 

現 場 

代理人 

主 任 

技術者 

監 理 

技術者 

監理技術

者補佐 

特例監理

技術者 

受
注

工 
事
が 

１ 
件 
の 

場 
合 

現場代理人 

[すべての市発注工事に配置]  ◎ ◎※1  ◎ ◎   

主任技術者 
[監理技術者を置かないすべ
ての工事に配置] 

◎   ◎     

監理技術者 
[下請負額4,500(建築7,000)
万円以上の工事に配置] 

◎※1   ◎     

営業所専任技術者 
[建設業許可を有するすべて
の営業所に配置] 

× ○※2 ○※3 × × ×   

受

注

工 

事 

が 

２ 

件 

の 

場 

合 

技術者の専任

を要しない工事 
[請負額4,000(建築
8,000)万円未満 
の工事] 

(Ｃ) 

現場 
代理人 ○※4 ○※4 × ○※5 ○※5 ×   
主任 
技術者 ○※4 ◎ ◎※1 ○※5 ○※6 ×   
監理 
技術者 × ◎※1 ◎※1 × × ×   

技術者の専任

を要する工事 
[請負額4,000(建築
8,000)万円以上 
の工事] 

(Ｄ) 

現場 
代理人 ○※5 ○※5 × ○※5 ○※5 × × × 
主任 
技術者 ○※5 ○※6 × ○※5 ○※6 × × × 
監理 
技術者 × × × × × × × × 
監理技術
者補佐    × × × ×  
特例監理
技術者    × × ×  ○※7 

※1 請負額8,000万円未満で、かつ下請負額の総額が7,000万円以上の建築一式工事のみ該当。 
※2 ①営業所専任技術者の常勤する営業所で請負契約を締結、②工事現場と営業所の直線距離が10km以

内、③営業所と常時の連絡が可能、④兼任する工事が1件、⑤営業所専任技術者の雇用形態が直接及び
恒常的(3月以上)。のすべての要件に該当。なお、営業所専任技術者が主任技術者を兼任する場合は、営
業所専任技術者が現場代理人を兼任することができないため、現場代理人は別人を配置する必要あり。 

※3 ※2の要件を満たす請負額8,000万円未満で、かつ下請負額の総額が7,000万円以上の建築一式工事の
み該当。なお、営業所専任技術者が監理技術者を兼任する場合は、営業所専任技術者が現場代理人を兼
任することができないため、現場代理人は別人を配置する必要あり。 

※4 ①請負額4,000万円未満の工事(建築含む)、単価契約の工事、又は同一の専任の主任技術者による管理
を認められた工事、②現場の安全管理等に支障なく連絡体制が確保、③兼任する工事が２件で工事場所
が戸田市内である市発注工事又は県発注工事、④専任の主任技術者を兼任していない。のすべての要件
に該当。 

※5 ※6の要件（同一の専任の主任技術者による管理を認められた工事）を満たし、かつ、①現場の安全管理
等に支障なく連絡体制が確保、②工事場所が戸田市内である市発注工事又は県発注工事。のすべての要
件に該当。 

※6 ①2件の工事の間に一体性、連続性又は相互の調整が認められる、②工事現場間の直線距離が10ｋｍ以
内、③兼任する工事が2件、④下請額4,500万円(建築7,000）未満、⑤低入札価格調査案件又は特定建設
共同企業体による落札でない。のすべての要件に該当。 

※7 ①設計額１億5,000万円未満の工事、②兼任する各工事に監理技術者補佐を専任で配置、③各監理技
術者補佐の雇用形態が直接及び恒常的(3月以上)、④兼任する工事が２件で工事場所が戸田市内である
市発注工事又は県発注工事、⑤各監理技術者補佐と常時の連絡が可能、⑥監理技術者補佐が担う業務が
明らか、⑦低入札価格調査案件又は特定建設共同企業体による落札でない、⑧兼任する各工事が維持工
事同士でない、⑨入札公告等で特例監理技術者が配置不可とされていない。のすべての要件に該当。 

※ 工事数算出は第5条第2項の規定による。（特例監理技術者の場合は第21条第２項） 
※ 破線内で各工事の現場代理人と主任技術者が兼任の場合は、２現場における配置技術者が１名でも可。 
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第１号様式（第６条関係） 

専任を要する主任技術者の兼任届出書 

                                       年  月  日 

（宛先） 

 戸田市長 

                         所在地 

                         商号又は名称 

                         代表者職氏名              

 

 下記のとおり、同一の専任の主任技術者が建設工事を兼任したいので届け出ます。 

 

記 

主任技術者氏名  

新

た

に

配

置

す

る

工

事 

専任・非専任の区分 専任  ・  非専任    ※どちらかに○をつける 

工事名  

工事場所  

請負代金額(予定) 金             円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

現場代理人(予定)  

工事担当課  

既

に

配

置

し

て

い

る

工

事 

専任・非専任の区分 専任  ・  非専任    ※どちらかに○をつける 

工事名  

工事場所  

請負代金額 金             円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

現場代理人  

発注者・工事担当課  

工事担当者・電話番号  

兼 任 場 所 距離(直線)   ．  ｋｍ  ※詳細は別紙地図のとおり 

《提出に際しての注意事項》 

(1) 本書は、契約締結前（落札(候補)者時点）に提出することとし、「新たに配置する工事」は市発注工事で、主任技術者が「専任する

工事－専任する工事」又は「専任する工事－非専任の工事」とする。「非専任の工事－非専任の工事」は提出不要。なお、「専任

する工事－非専任の工事」も、兼任できる工事の数は２件(合冊工事はこの限りでない)とする。 

(2) 本書の提出の際に、「既に配置している工事」の「契約書の写し」を添付すること。 

(3) 兼任場所は別紙で地図を提出、「既に配置している工事」と「新たに配置する工事」の場所を記載し、距離・縮尺を明記すること。 

(4) 本書を提出し、市が確認をした後に、既に配置している工事の発注者（担当課）に本書の写しを提出すること。 

 

【戸田市チェック欄】  ①②③④⑤⑥の要件に該当することを確認し、契約書(写)と地図の添付を確認 

 ① □ 一体性、連続性又は相互の調整が認められる  ④ □ 下請負額4,500万円(建築7,000万円）未満 

 ② □ 工事現場の相互の直線距離が１０ｋｍ以内    ⑤ □ 低入札価格調査案件・ＪＶ落札でない 

 ③ □ 兼任する工事の数が２件(合冊工事はこの限りでない) ⑥ □ 既配置工事の発注者の兼任の承諾 

 

【確認結果】 

 □ 兼任できる。 

□ 兼任できない。（※対象業者へ「建設工事における技術者の専任等に係る通知書」を送付する。 
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第２号様式（第６、13、18条関係） 

建設工事における技術者の専任等に係る通知書 

                                       年  月  日 

 

           様 

                                 戸田市長 

                                  ［ 公 印 省 略 ］ 

 

 戸田市発注の建設工事における技術者の専任等に関して、下記のとおり通知します。 

 

記 

１ 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事について 
        年  月  日付で届け出のあった専任を要する主任技術者の兼任については、次の事

由に該当することにより、同一の専任の主任技術者が当該建設工事を管理することができない。 
    □ 密接な関係にある２以上の建設工事と認められないため 
    □ 同一の建設業者が同一の場所又は近接した場所で施工する建設工事と認められないため 
    □ 同一の専任の主任技術者が管理する建設工事の数が２件(合冊工事はこの限りでない)を超えるため 
    □ 同一の専任の主任技術者が合冊工事及び当該合冊工事とは別の工事を管理しようとする場合

において、その管理に支障が生じると認められるため 
    □ 下請負契約の請負代金の額が4,500万円（建築一式工事は7,000万円）以上で主任技術者に

代えて監理技術者を置かなければならない建設工事のため 
    □ 低入札価格調査を経て請負契約を締結する建設工事のため 
    □ 特定建設工事共同企業体が請負契約を締結する建設工事のため 
    □ その他(                                     ) 

 
２ 現場代理人が工事現場における常駐を要しないこととすることができる建設工事について 
        年  月  日付で伺のあった現場代理人常駐規定緩和による兼任については、次の事

由に該当することにより、当該現場代理人が他の工事現場の現場代理人を兼任することを認めない。 
    □ 市発注工事で請負代金の額が4,000万円未満の建設工事、単価契約に係る建設工事、同一の

専任の主任技術者が管理することができる建設工事のいずれにも該当しないため 
    □ 兼任により工事現場の安全管理、工程管理等に支障が生じると認められるため 
    □ 建設工事の監督員と現場代理人との連絡体制が確保されていると認められないため 
    □ 現場代理人として兼任する建設工事の数が２件(合冊工事はこの限りでない)を超えるため 
    □ 専任の主任技術者を兼任しているため(主任技術者兼任工事の場合は除外) 
    □ 低入札価格調査における追加条件を経て請負契約を締結する建設工事のため 
    □ その他(                                     ) 

 
３ 営業所専任技術者が工事現場の主任技術者又は監理技術者となることができる建設工事について 
        年  月  日付で届け出のあった営業所における専任の技術者の工事現場の主任技術

者又は監理技術者としての兼任については、次の事由に該当することにより当該営業所における専

任技術者が工事現場の主任技術者又は監理技術者を兼任することができない。 
    □ 請負代金の額が4,000万円（建築一式工事は8,000万円）以上で専任の主任技術者又は監理

技術者を置かなければならない建設工事のため 

    □ 営業所専任技術者が配置される営業所において請負契約を締結する建設工事でないため 
    □ 営業所専任技術者が工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程

度に工事現場と営業所が近接(直線距離10km以内)している建設工事と認められないため 
    □ 営業所専任技術者が配置される営業所との間で常時連絡をとりうる体制と認められないため 
    □ 営業所専任技術者が工事現場の技術者として兼任する建設工事の数が１件(合冊工事はその

件数)を超えるため 
    □ 営業所専任技術者が受注建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあると認められないため 
    □ その他(                                     ) 



13 

４ 同一の特例監理技術者が管理することができる建設工事について 
        年  月  日付で届け出のあった同一の特例監理技術者の兼任については、次の事由

に該当することにより、同一の特例監理技術者が当該建設工事を管理することができない。 
    □ 設計額が1憶5,000万円以上の建設工事のため 
    □ 工事現場ごとに監理技術者補佐を専任で配置することができないため 
    □ すべての監理技術者補佐が受注建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあると認められな

いため 
    □ 同一の特例監理技術者が管理する建設工事の数が２件を超えるため 
    □ 同一の特例監理技術者が管理する建設工事が市発注工事又は県発注工事に該当しないため 

    □ 同一の特例監理技術者が管理する建設工事の工事場所が戸田市外であるため 

    □ 特例監理技術者の適正な職務遂行(主要会議への参加、現場巡回及び主要な工程の立会等)に

支障が生じると認められるため 
    □ すべての監理技術者補佐との間で常時連絡をとりうる体制と認められないため 

    □ 監理技術者補佐が担う業務の内容が明らかでないため。 

    □ 低入札価格調査を経て請負契約を締結する建設工事のため 
    □ 特定建設工事共同企業体が請負契約を締結する建設工事のため 

    □ 管理しようとする建設工事がいずれも維持工事（通年維持工事等の社会機能の維持に不可欠

であって、２４時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）であるため。 
    □ 入札公告又は指名通知書において、特例監理技術者が配置不可とされているため。 
    □ その他(                                     ) 

 
《注意事項》 該当する記の番号に「○」を付し、その該当する事由を「■」で表示するものとする。 
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第３号様式（第13条関係） 

現場代理人の常駐規定緩和に係る伺書兼現場代理人の兼任届出書 

                                       年  月  日 

（宛先） 

 戸田市長 

                         所在地 

                         商号又は名称 

                         代表者職氏名              

 

 下記のとおり、戸田市建設工事請負契約約款第10条第３項に規定する現場代理人が工事現場における常

駐を要しないこと及び他の工事現場の現場代理人を兼任することができる建設工事であるか否か伺います。 

また、前記伺に対する承認を受けた場合は、下記のとおり現場代理人を兼任することを届け出します。 

 

記 

現 場 代 理 人 

[氏名]  

[緊急時連絡先]  

[その他の連絡先]  

常

駐

緩

和

工

事 

工事名  

工事場所  

請負代金額(予定) 金             円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

主任技術者の専任区分 専任  ・  非専任    ※どちらかに○をつける 

工事担当課  

兼

任

す

る

工

事 

工事名  

工事場所  

請負代金額 金             円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

主任技術者の専任区分 専任  ・  非専任    ※どちらかに○をつける 

工事担当課・監督員  

兼 任 場 所 距離(直線)   ．  ｋｍ  ※詳細は別紙地図のとおり 

《提出に際しての注意事項》 

(1) 本書は、契約締結前（落札(候補)者時点）に提出することとし、対象となる工事は、市発注工事又は県発注工事で、工事場所が戸

田市内のものとする。他の工事現場の現場代理人を兼任しない場合は、「兼任する工事」は空欄とする。 

(2) 兼任工事は「常駐緩和工事」と既配置の「兼任する工事」の計２件(合冊工事はこの限りでない)で「兼任する工事」の契約書(写)を

添付。 

(3) 兼任場所は、別紙で地図を提出、「常駐緩和工事」と「兼任する工事」の場所を記載し、距離・縮尺を明記すること。 

(4) 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事と認められた(届出中の場合を含む。)建設工事の場合は、「専任を要

する主任技術者の兼任届出書」の写しを添付すること。 
 
【戸田市チェック欄】 ①(いずれか１つで可)②③④のすべてに要件に該当することを確認し、⑤を実施 

 ① □ 請負金額4,000万円未満の建設工事(建築一式工事を含む)   □ 単価契約に係る建設工事 

   □ 同一の専任の主任技術者が管理することができる建設工事と認められた建設工事 ※届出書添付 

 ② □ 兼任による現場の安全・工程管理、運営、取締、権限の行使に支障がなく、連絡体制が確保 

 ③ □ 兼任する工事が２件(合冊工事はこの限りでない)で全工事が市発注工事又は県発注工事で工事場所が戸田市内 

④ □ 専任の主任技術者を兼任していない(※主任技術者兼任工事の場合は除外) 

⑤ □ 兼任する工事の担当課監督員の確認及び地図の添付を確認 

【確認結果】 

 □ 兼任を認める。（※兼任する工事の担当課に本書の写しを送付する。） 

□ 兼任を認めない。（※対象業者へ「建設工事における技術者の専任等に係る通知書」を送付する。）



15 

第４号様式（第18条関係） 

営業所における専任の技術者の兼任届出書 

                                       年  月  日 

（宛先） 

 戸田市長 

                         所在地 

                         商号又は名称 

                         代表者職氏名              

 

 下記のとおり、営業所における専任の技術者が工事現場における技術者を兼任したいので届け出ます。 

 

記 

技  術  者 

[氏名]  

[営業所登録業種] 

[緊急時連絡先]  

[その他の連絡先]  

配

置

す

る

工

事

現

場 

技術者区分 主任技術者  ・  監理技術者    ※どちらかに○をつける 

専任・非専任の区分 専   任  ・  非 専 任    ※どちらかに○をつける 

工事名  

工事場所  

請負代金額(予定) 金             円 

工事期間   年  月  日 ～    年  月  日 

現場代理人(予定)  

契約締結営業所名  

常

勤

す

る

営

業

所

等 

営業所名  

営業所所在地  

営業所連絡先  

雇用される建設業者  

雇用開始年月日 年  月  日 

雇用形態  直接雇用  ・  出向  ・  派遣    ※いずれかに○をつける 

兼 任 場 所 距離(直線)   ．  ｋｍ  ※詳細は別紙地図のとおり 

《提出に際しての注意事項》 

(1)  本書は、契約締結前（落札(候補)者時点）に提出することとし、対象となる工事は、市発注工事で、常勤する営業所において請

負契約を締結し、工事現場と営業所間の直線距離で１０．０キロメートル以内のものとする。 

(2) 本書の提出の際に、技術者の３箇月以上前からの恒常的雇用を確認できる健康保険被保険者証の写し等を添付すること。 

(3) 兼任場所は、別紙で地図を提出、「配置する工事」と「常勤する営業所」の場所を記載し、距離・縮尺を明記すること。 

 

【戸田市チェック欄】①②③④⑤⑥のすべての要件に該当することを確認し、保険証・地図の添付を確認 

 ① □ 4,000万円(建築工事8,000万円)未満の工事  ④ □ 技術者が営業所と常時連絡が可能 

 ② □ 常勤営業所で請負契約を締結した工事    ⑤ □ 兼任する工事の数が１件(合冊工事はその件数) 

 ③ □ 工事現場と営業所の直線距離が１０km以内  ⑥ □ 雇用形態が直接的及び恒常的 

【確認結果】 

 □ 兼任できる。 

□ 兼任できない。（※対象業者へ「建設工事における技術者の専任等に係る通知書」を送付する。）
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第５号様式（第22条関係） 

特例監理技術者の兼任届出書 

                                       年  月  日 
（宛先） 
 戸田市長 
                         所在地 
                         商号又は名称 
                         代表者職氏名              
 
 下記のとおり、同一の特例監理技術者が建設工事を兼任したいので届け出ます。 
 

記 

特 例 監 理 技 術 者 
[氏名]  

[緊急時連絡先]  [その他の連絡先] 

新

た

に

配

置

す

る

工

事 

工事名  

工事場所・請負代金額 [工事場所]  [請負代金額] 金         円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

現場代理人(予定)  

工事担当課  

監理技術者補佐氏名  

監理技術者補佐連絡先 [緊急時連絡先]  [その他の連絡先] 

監理技術者補佐が

担う業務 

 

 

既

に

配

置

し

て

い

る

工

事 

工事名  

工事場所・請負代金額 [工事場所]  [請負代金額] 金         円 

工事期間 年  月  日 ～    年  月  日 

現場代理人  

発注者・工事担当課  

工事担当者・電話番号  

監理技術者補佐氏名  

監理技術者補佐連絡先 [緊急時連絡先]  [その他の連絡先] 

監理技術者補佐が

担う業務 

 

 

兼 任 場 所 距離(直線)   ．  ｋｍ  ※詳細は別紙地図のとおり 

《提出に際しての注意事項》 
(1) 本書は、契約締結前（落札(候補)者時点）に提出することとし、対象となる工事は、市発注工事又は県発注工事で、工事場所が戸

田市内のものとする。なお、兼任できる工事の数は２件とする。 
(2) 本書の提出の際に、「既に配置している工事」の「契約書の写し」を添付すること。 
(3) 兼任場所は別紙で地図を提出、「既に配置している工事」と「新たに配置する工事」の場所を記載し、距離・縮尺を明記すること。 
(4) 本書を提出し、市が確認をした後に、既に配置している工事の発注者（担当課）に本書の写しを提出すること。 

 
【戸田市チェック欄】  ①から⑩の要件に該当することを確認し、契約書(写)と地図の添付を確認 
 ① □ 設計額が1憶5,000万円未満 
 ② □ 工事現場ごとに監理技術者補佐を専任で配置 
 ③ □ すべての監理技術者補佐の雇用形態が直接的及び恒常的 
 ④ □ 兼任する工事が２件で全工事が市発注工事又は県発注工事で工事場所が戸田市内  
⑤ □ 特例監理技術者の適正な職務遂行（主要会議への参加、現場巡回及び主要な工程の立会等）に支障がなく、

すべての監理技術者補佐と連絡体制が確保 
⑥ □ 監理技術者補佐が担う業務が明らかである 

  ⑦ □ 低入札価格調査案件・ＪＶ落札でない 
 ⑧ □ 兼任する各工事が維持工事同士でない 
 ⑨ □ 入札公告等で特例監理技術者が配置不可とされていない 
⑩ □ 既配置工事の発注者の兼任の承諾 

【確認結果】 
 □ 兼任できる。 
□ 兼任できない。（※対象業者へ「建設工事における技術者の専任等に係る通知書」を送付する。 


